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東大阪市の中小企業が環境対応機器の開発ができるか
Can Small and Medium Enterprises in Higashiosaka-City 
Develop Equipment Coping with Environment?
１．東大阪市の企業における分析
　東大阪市の企業500社への2007年度調査について2008年に分析した結果を提示し解説する。調査期
間に到着した有効回答102社についての検討となるが、本章においては比較検討を中心にして東大阪
市のベンチャー企業、中小企業における経営戦略、経営管理の方面から紐解くことにする。日本にお
けるベンチャー企業、中小企業のクラスター地域の代表として、大田区、北九州市とともに存在して
いる東大阪市を調査検討することは、これからの日本の産業構造を見据える上で重要であると考える。
さて、東大阪市とはどのような都市であるのか見てみると古い歴史があることが分かった。まず、古
代より、日本を形成したと言われる都市の回廊に位置し、鍬や鎌と言った農耕のための鉄加工がおこ
なわれていた。近年は大阪市の都市化により、市内の工場群の多くが東大阪市、八尾市などに移転し
て今日のような螺旋や釘などの金属加工集積地帯となったのである。東大阪市の螺旋類がNASAで使
用されていることは広く知られていることであり、そのことによって「東大阪から人工衛星を打ち上
げよう」というビジョンが発生したのである。それほど加工技術の水準が高いということである。
　しかし、近年における日本の大企業、中小企業の海外進出が多くなり、急激に空洞化が発生して
久しいが東大阪市、北九州市、大田区ともに工場数の減少が起こっている。減少分に見合う起業が
発生すれば、活力は失わないが2008年現在では起業数が減少数を下回っているのが現状である。そ
こで経営戦略、経営管理、経営組織の各理論を取り入れ、その地域でのイノベーションを促す必要
があると考える。経営戦略におけるイノベーションをはじめとしてミッション、ビジョン、コアコ
ンピタンス、ケイパビリティ、ナレッジマネジメント、ドメインさらに科学的管理論、大規模経営
管理などを取得し、ベンチャー企業、中小企業の起業から発展を支援する民間の支援団体の活動な
らびにインキュベーションの活発化が求められている。
　今回の調査研究の目的に「環境対応製品の新開発ができるか」を提示した。本章においては東大
阪市の中小企業、ベンチャー企業の成立ち、規模、経営戦略、現状を中心に比較検討することによっ
て東大阪市における企業の方向性が見つかれば成果として結論を述べるとする。仮説として「東大
阪市の企業が現状よりも発展する」とした。
宮　脇　敏　哉
Toshiya  MIYAWAKI
【研究論文】
p43-p56宮脇敏哉.indd   43 09.3.19   3:21:45 PM
－ 44 － － 45 －
２．東大阪市における企業の実際
　東大阪市の企業調査における設立年度と成長ステージの散布図よると、有効回答102社のうち28
社がグロース期と回答している。それは27.45%を占めている。企業の成長ステージは、４段階に分
けられているがグロース期は３段階目に位置している。各ステージは、第一段階（シード期）、第
二段階（スタートアップ期）、第三段階（アーリーステージ期）、そしてグロース期となっている。
グロース期は安定成長期であるので、東大阪市の約３分の１近くが成熟した企業と言える。また24
社（23.52%）がどちらでもないと回答している。アーリーステージ期は急成長期であるが、わずか
３社（2.9%）であったのが、活力後退の原因になりかねないと考える。
　企業成長の各ステージについては、自社による認識と第三者による見方によって、若干の修正は
必要と思われるが今回は自己診断の結果を採用している。特に５社（4.9%）がシード期にいるとい
うことは考えにくいのである。
　各ステージを正しく認識することは、企業がどの時点においてどのような投資先を決定するかの
重要な要点となっている。ここで各ステージにおける投資および融資可能な業態を提示する。
　シード期における資金調達先は、家族、友人、知合い、事業賛同者、そしてエンジェル、エンジェ
ルファンドである。果敢に挑戦するアントレプレナーにこころよく出資または貸付してくれるので
ある。まさにハイリスクハイリターンである。スタートアップ期になると国民生活金融公庫、ノン
図表2-1. 設立年度と現在の成長ステージ
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バンク等が参加を始める。国民生活金融公庫は、なにもない状態でも事業計画書が正確に作成さ
れ、審査を通過すれば融資を受けることができる。ノンバンクは審査に時間をとられるが、金利が
高い設定になっているため比較的融資が受けやすい利点がある。アーリーステージ期になるとベン
チャーキャピタル、信用組合、信用金庫、銀行が参加してくる。ベンチャーキャピタルは「果敢に
挑戦する中小企業、ベンチャー企業に対して果敢に投資するファイナンス」と定義できる。よって
ハイリスクハイリターンの側面がある。アーリーステージ期になると、ようやく正規のファイナン
スと言える銀行などが投資、融資活動を行うのである。グロース期になると安定成長期であるので、
新たに損保、生保が参加するのである。
　東大阪市の企業が株式上場に対して、どのような考えを持っているのかを図表2-2において検討
する。経営戦略における株式上場は入口から出口に到達した部分であるが、すべての企業が出口を
目指しているわけではない。株式上場を目指す会社は、果敢に挑戦するハイリスクハイリターンの
ベンチャー企業である。それでは入口から入って出口に出てこない企業は何であるのかと言うと地
場産業であり、中小企業、中堅企業として地域に存在する企業と言える。東大阪市の企業において
は、株式上場を目指しているのは1社であり、0.98%である。また株式上場を目指していないのは42
社であり、41.17%である。
　東大阪市の企業全体において上場企業が５社しか存在してない現実からは、上場を目指す企業が
1社しかないのは理解できる。しかし中小企業クラスター地域としては、高いビジョン設定を望み
たいと考える。クラスター地域における中小企業・ベンチャー企業の立地については、同地域に同
じ業態が集積し、シナジー効果を発生させることが重要であると考える。
Q1.設立年度＿Q6.上場
図表2-2. 設立年度と上場
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　図表2-2において東大阪市の企業が株式上場に向かっているのかどうかを検討した。企業が起業
された時のビジョン設定により、その企業がどこへ向かうのかが決定する。現在の日本における株
式上場基準は事業拡大のレベルにある企業のみを前提としている。対象ステージにシード期、スター
トアップ期は含まれていないと言える。1999年より新興市場であるマザーズ、ヘラクレス（旧ナス
ダックジャパン）、セントレクス、アンビシャス、Ｑボードが開設され公開審査が緩和された。日
本の公開基準は敷居が高いとの批判に応えて新興企業に対する市場も多く設置され、かなり上場し
易くなった。以前は株式上場までに30年と言われたが、ドッグイヤーの現在では１～３年で達成さ
れるようになった。
　東大阪市の企業調査によって以下の状況が判明した。図表2-2における設立年度と上場の相関分
析によって株式上場を目指していないことが明らかになった。まず、1. めざしている、2. めざして
いない、3. すでに上場している、4. どちらでもないについて集計した。めざしている１社（0.9％）、
めざしていない42社（41.1％）、すでに上場している０社（0％）、どちらでもない８社（7.8％）であっ
た。設立年度から見ると、めざしている１社は1950年後半設立、めざしていないは1930年代後半か
ら2000年にかけて分布している。またどちらでもないは1960年代後半から2007年までに分布している。
Q1.設立年度＿Q7.先端技術
図表2-3. 設立年度と先端技術
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　図表2-3において設立年度と先端技術との関係を分析した。102社に対する調査項目を３つとし、
1. 先端技術である、2. 一般技術である、3. どちらでもないに対する回答と会社設立年度を答えて
もらった。まずここで言う先端技術は、「他社のまねのできない最新の技術」とし、一般技術は
「他社においても獲得できる技術」とする。先端技術であると答えた企業は８社（7.8％）、設立年
度は1950年から1970年前半に集中していることが判明した。一般技術であると答えた企業は37社
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（36.2％）、設立年度は1930年から2000年前半にわたっている。どちらでもないと答えた企業は11社
（10.7％）であり、設立年度は1940年から2007年にわたっている。また無回答が４社であった。
Q1.設立年度＿Q8.イノベーション
図表2-4. 設立年度とイノベーション企業
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　図表2-4において設立年度とイノベーション企業との関数計算を行った。ここで言うところのイ
ノベーション企業とは「技術革新型」企業を指している。イノベーションは現代企業において経営
の根幹を成すまでに進化している。イノベーションを最初に述べたのはオーストリア出身のシュン
ペーターであった。シュンペーターは「新結合」と言う言葉により、変化・変革が重要であると指
摘した。それは人類が内燃機関を手に入れた時に、人々は蒸気機関車よりも郵便馬車を連結したほ
うが速いと言ったのである。その時、シュンペーターは人々に向かって「新技術である蒸気機関車は、
今は速度が遅いが技術革新によって変化変革する」と述べた。新結合は新しい財貨、新しい生産方
法、新しい販路、新しい供給源であり、単に古いものに新しい物が取って代わるのではなく併走す
る時間も必要とした。また、必要とする生産手段は旧結合より持ってくる必要があるとした。シュ
ンペーターは安定を破り、秩序を壊す、この過程を「創造的破壊」と述べた。
　その後、ドラッカーが著書『断絶の時代』において、これまでの時代を断ち切り、まったく新し
い時代に変化しなければならないとイノベーションの重要性を説いたのである。ドラッカーはあら
ゆる企業に２種類のイノベーションがあるとした。１つは製品、サービスであり、もう１つは技術
であるとした。また著書『未来企業』において生産性とイノベーションがわれわれの道標であり、
生産性を軽視し、イノベーションを行わなければ、あげられた利益も実は利益でなく、資本を食い
潰しているにすぎないと指摘した。
　イノベーションは企業経営における経営戦略の一部門として発展してきた。東大阪市における企
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業がイノベーション企業であるか一般企業であるかの調査結果は以下のとおりであった。回答は３
つとし、1. イノベーション企業である、2. 一般企業である、3. どちらでもないである。イノベーショ
ン企業であると答えた企業は12社（11.7％）、一般企業であるが36社（35.2％）、どちらでもないが
５社（4.9％）であった。また設立年度から見るとイノベーション企業は1930年代から1990年後半
に分布しており、一般企業においても1930年代から2007年までの分布が見られた。どちらでもない
は1940年代から1990年後半までの分布となっている。新しい概念であるイノベーションについては
設立年度が新しい企業に浸透していると思われたが、本調査によって設立年度に左右されていない
ことが明らかになった。
Q1.設立年度＿Q9.ベンチャー キャピタル
図表2-5. 設立年度とベンチャー キャピタル
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　図表2-5による東大阪市の企業における設立年度とベンチャーキャピタルからの出資の調査につ
いて検討する。そもそもベンチャーキャピタルとはなにかについて提示した後に分析結果を述べる。
1971年にわが国にベンチャー企業の概念がアメリカより、入ってきた。1972年には京都にわが国初
のベンチャーキャピタルが設立されている。ベンチャーキャピタルの定義としては「果敢に挑戦す
るベンチャー企業に果敢に投資するファイナンス企業」と言える。ベンチャーキャピタルの投資行
動ステージはスタートアップ期、アーリーステージ期であり、企業誕生に重要な役割を担っている。
1963年設置の中小企業投資育成会社（東京、名古屋、大阪）はベンチャーキャピタル的投資行動を
行っており、ベンチャーキャピタルとも言える。1995年におけるわが国ベンチャーキャピタル122
社の調査によると、銀行系58社、証券系21社、独立系は９社、その他であった。
　わが国においては、これまでに３回のベンチャーキャピタルブームが起こっている。第1次ブー
ムは1970年代前半であり、京都エンタープライズデベロップメント（KED）等の初期段階の設立
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ラッシュであった。この時期に設立されたベンチャーキャピタルで現在も大手として活躍している
のは野村証券系のジャフコ（JAFCO）が代表である。第２次ブームは1980年代前半であり、この
時期に新興ベンチャーキャピタルが全国に設立された。主導したのは好景気に支えられた都市銀行、
地方銀行であった。銀行名にキャピタルと付いたベンチャーキャピタルが中心であった。第３次
ブームは1990年中期であり、バブル経済崩壊を受けて国策としてベンチャー企業育成のためにベン
チャーキャピタルが多く設立されたのである。このころからストックオプション制度や税制改革が
始まった。新しいベンチャーキャピタルの流れとしては成功したベンチャー企業自体が名乗りをあ
げた。たとえばソフトバンク系のソフトバンクインベストメント、オリックス系のオリックスキャ
ピタルなどである。
　今回の東大阪市における調査を検討すると以下のことが判明した。調査項目はベンチャーキャピ
タルからの出資について1. ある、2. ない、3. どちらでもないと設立年度である。ベンチャーキャピ
タルからの出資があるは２社（1.9％）、ない43社（42.1％）、どちらでもない４社（3.9％）であった。
設立年度はベンチャーキャピタルからの出資があるが1980年代後半と2000年度前半であり、近年の
事項であると言える。ないは1930年代から2000年後半と満遍なく分布している。どちらでもないは
1970年から1980年後半に分布している。よってベンチャーキャピタルからの出資をうけている企業
が少なく、受けた企業は近年であったことが判明した。
図表2-6. 資本金と現在の成長ステージ
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　図表2-6においては、東大阪市の企業がどのステージにいるのかを検討した。また、ステージと
資本金の関数を検討した。中小企業、ベンチャー企業の成長ステージは右肩上がりである。企業の
成長ステージはシード期、スタートアップ期、アーリーステージ期、グロース期があるが資本金と
成長ステージの関数検討を行った。東大阪市においては0. シード期、1. スタートアップ期、2. アー
リーステージ期、3. グロース期、4. どちらでもない、の４項目を調査対象とした。シード期３社
（2.9％）、スタートアップ期0社（０％）、アーリーステージ期２社（1.9％）、グロース期12社（11.7％）、
どちらでもない８社（7.8％）であり、資本金との関係ではシード期は資本金が限りなく０円に近い、
これは個人経営状態のためである。スタートアップ期は０のため資本金項目がなし、アーリーステー
ジ期においても資本金が限りなく０円に近い、これもシード期と同じ原因と考えられる。グロース
期では０円から200万円内であった。どちらでもないでは０円から50万円が多数となった。
Q1.資本金＿Q6.上場
図表2-7. 資本金と上場
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Q1.資本金＿Q6.上場
図表2-7. 資本金と上場
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Q1.資本金＿Q7.先端技術
図表2-8. 資本金と先端技術
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　イノベーションは経営学用語において「技術革新」と言われている。新興企業はイノベーターで
あるがイノベーターは産業革命以降繰り返し登場している。日本においてのイノベーションは1955
年以降数多く発生している。繰り返すイノベーションによって新興企業は急成長を遂げることがで
きると考えられる。図表2-9において東大阪市の企業の資本金とイノベーションの相関関係を分析
した。
Q1.資本金＿Q8.イノベーション
図表2-9. 資本金とイノベーション
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Q1.資本金＿Q9.ベンチャー キャピタル
図表2-10. ベンチャー キャピタルからの出資
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　図表2-10における資本金とベンチャーキャピタルの相関関係について検討した。ベンチャーキャ
ピタルは新興企業が成長するために必要不可欠な存在となっている。ここでベンチャーキャピタル
ジャフコの事例を提示して資金調達の重要性をとりあげる。果敢に挑戦する新興企業に、果敢に
挑戦し投資するベンチャーキャピタルの代表企業ジャフコは1973年に誕生した。日本を代表するベ
ンチャーキャピタルとして業界をリードしてきている。投資活動は国内に留まらず、北米、北東ア
ジアとグローバルに展開している。2005年３月までに投資した企業数は内外合わせて2,912社、う
ち734社が株式公開して市場での資金調達に成功している。国内では1997年より、産学連携投資活
動を行い、1998年にはバイアウト投資を国内のベンチャーキャピタルではいち早く開始している。
2002年には中堅企業を対象とするデベロップメントキャピタル投資本部を設立し、投資フルライン
体制を確立したのである。
　ベンチャーキャピタルからの出資は1. ある、2. ない、3. どちらでもないで集計した。あるは２社
（1.9％）、ない13社（12.7％）、どちらでもない３社（2.9％）であった。ベンチャーピャピタルから
の出資は102社中２社（1.9％）であった。
Q10.コアコンピタンス＿Q12.環境変数
図表2-11. 環境対応製品
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　図表2-11においてコアコンピタンスと環境対応製品開発可能の関数分析を行った。コアコンピタ
ンスはアメリカの経営学者のプラハラードとハメルによって提唱された。その内容は以下のとおり
である。現在は未来のための競争の時代であり、近代産業が誕生した時と同じ革命が訪れている。
環境革命、遺伝子革命、素材革命、デジタル革命、情報革命が起こっていると指摘した。このよう
な革命によって新しい産業である超小型ロボット、人工翻訳電話交換機、家庭用デジタルハイウェー
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が誕生している。新しい産業形成に多くかかわってくるのが先端技術開発型ベンチャー企業クラス
ターである。それらの企業の中核技術、能力をコアコンピタンスと言う。プラハラードらはマイク
ロソフト、インテルのアントレプレナーたちによってIBMが古いビジネスに捕らわれている間にマ
イクロソフトとインテルが新コアコンピタンスを駆使し急成長したと述べた。企業のコアコンピタ
ンスの事例としてはアップルの「ユーザーフレンドリー」、ソニーの「ポケットサイズ」、モトロー
ラの「コードレス」などがある。そこでは既存商品のコンセプトに縛られない未来展望が必要とさ
れており、また視野の狭い常識を捨て根底にあるコアコンピタンスを磨かねばならない。企業はコ
アコンピタンスとイノベーションを繰り返すことでさらなる技術革新を達成させなければならない
と考える。
　プラハラードらはコアコンピタンスをめぐる競争を４つのレベルで表している。それは コアコ
ンピタンスの構成要素であるスキルや技術の開発と獲得競争、 コアコンピタンスを合成、統合す
る競争、 コア商品のシェアを最大にする競争、 最終製品のマーケットシェアを最大にする競争であ
る。ある時期にコアコンピタンスであっても、次の時代では単なる能力になる場合がある。
　本研究においては東大阪市の企業が新技術において環境対応機器の開発が可能かと言うテーマに
そって東大阪市に展開する中小企業、ベンチャー企業に対して調査を行い分析している。新技術と
言うと一般には工学、理学を思い浮かべるが、近年はアウトソーシングの時代を迎え今ほど経営学、
特に経営戦略、経営管理が重要な地位を占めるに至ったと考える。
３．東大阪市の企業と本章における結論
　東大阪市の企業特性として、独立型企業、オンリーワン企業の多さがある。オンリーワン企業の
120社はシュアトップを占めている。こうした独立系企業やオンリーワン企業が多い背景には古く
からの地場産業の存在と地域内における分業の発達によるクラスターのメリットを活かした開発型
企業の存在がある。また多彩な技術基盤のクラスター地域と柔軟な分業によるネットワークが発達
している。独立型の企業が多く大手企業のケイレツに属さず、柔軟な取引ができる点が大きな強み
となっている。地域内分業を行うことによって、技術、機械の共有も可能となっている。このこと
からも東大阪市の中小企業、ベンチャー企業の環境対応製品開発能力が存在することが推測される
のである。（日本経営診断学会関西部会編［2004］『中小企業経営の諸問題』八千代出版56頁参照）
　2006年に開催された日本経済新聞社、駐日英国大使館共催シンポジューム「気候変動と経済－経
済の視点から地球温暖化を考える」において英政府特別顧問ニコラス・スターン博士が「今すぐ排
出削減対策に着手することが経済的合理性にかなう」と述べた。さらにスターンは「2013年以降を
考える場合はさらに野心的な目標を立てなければならない。そうでないと、何も対策を講じないこ
とになり、経済的リスクが大きくなる」と京都議定書が達成されたことを前提に発言している。さ
らに環境省地球環境審議官である小島敏朗は「京都メカニズムを実行するのは簡単ではないが必ず
達成して、日本の効率良い電化製品、自動車を広く普及させる必要がある」と述べた。（日本経済
新聞2006年12月14日号参照）
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　現実に環境対応製品の需要は大きくなっている。東大阪市における中小企業、ベンチャー企業の
環境対応製品開発の可能性は調査結果によると現在は低い可能性である。しかし、本章において分
析した経営戦略のイノベーション、コアコンピタンス、ステージ、先端技術、ベンチャーキャピタ
ルほか、ミッション、ビジョン、ドメイン、シナジー、ケイパビリティ、ナレッジマネジメントを
駆使することによって環境対応製品開発は可能であると考える。それには東大阪市の中小企業、ベ
ンチャー企業が最新の経営学、特に経営戦略に注目し、吸収して、形成、発展させることによって、
これまでの技術をさらに高度化したうえでの意思決定にかかっていると考えられる。
　本章における仮説は「東大阪市の企業が現在よりも発展する」であるが、東大阪市の企業が現在
よりも発展するためには経営戦略の駆使が必要であるとの結果になった。
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